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一般会計

補正前 632億7,847万6千円

今回補正額 4億 978万8千円

補正後 636億8,826万4千円

令和元年度 492億5,909万6千円

対前年度
増 減

額 144億2,916万8千円

率 29.3％

令和2年度6月補正予算（第3号）の概要
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緊急時
対応段階

Ⅰ 感染拡大の防止

Ⅱ 雇用の維持と事業の継続

Ⅲ 経済活動の回復

Ⅳ 強靭な経済構造の構築

継続・回復
段階

Ⅲ 経済活動の回復
～地域経済を立て直す～

Ⅰ 感染拡大の防止 （4,728万4千円）
～地域の命を守る～

■ごみ収集業務等感染症対策事業
■救急隊員等感染症対策事業
■観光施設感染症対策事業
■衛生管理事業
■避難所３密回避対策事業

159万2千円
1,369万4千円
343万2千円
356万6千円

2,500万 円

Ⅱ 雇用の維持と事業の継続 （3億930万9千円）
～暮らしを支え、守りきる～

■子育て応援券給付事業
■タクシー事業者応援事業
■全産業応援給付金支給事業
■地元商店等応援ポイント事業

4,556万9千円
1,374万 円

2億1,000万 円
4,000万 円

Ⅳ 強靭な経済構造の構築 （2,640万1千円）
～感染症に強い地域経済を～

■テレワーク導入応援事業
■オンライン学習支援事業

1,000万 円
1,640万1千円

地方創生臨時交付金対象事業 合計3億8,299万4千円
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Ⅰ 感染拡大の防止 （4,728万4千円）
～地域の命を守る～

参考（出典：（株）ケンユー）
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Ⅱ 雇用の維持と事業の継続 （3億930万9千円）
～暮らしを支え、守りきる～

１）子育て応援券給付事業 （4,556万9千円）

新型コロナウイルス感染症対策としての特別定額給付金の対象とならなかった、
令和2年4月28日以降に生まれた子どもを持つ保護者に対して、市内の登録店舗
で使える5万円の子育て応援券を支給します。

対象：令和2年4月28日から令和3年3月31日までに生まれて、
新居浜市に住民登録のある子どもを持つ世帯

登録店舗：新居浜市愛顔の子育て応援事業登録事業者（45店舗）
※紙おむつやミルクなど、子育て用品の購入に使えます。

２）タクシー事業者応援事業 （1,374万円）

売り上げが対前年比50%以上減少したタクシー事業者に対する支援としての給
付金の支給及び、タクシーフードデリバリーサービス応援事業をおこないます。

【給付金】

対象：売り上げが前年比50%以上減少した市内のタクシー事業者
給付額：タクシー1台あたり5万円（×140台＝700万円）

【フードデリバリーサービス応援事業】 ※6月～9月の間、支援予定

概要：タクシー事業者が飲食店等と連携してデリバリーサービスに取り組む場合に
必要な、システム導入支援・配送費の補助を行います。

事業費：システム導入支援等 314万円
配送費 300万円
事務費 60万円

参考（出典：（株）電脳交通、電脳デリ）
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3）全産業応援給付金支給事業 （2億1,000万円）

売り上げが対前年比50%以上減少した市内事業者（※飲食業者、宿泊業者、タ
クシー事業者を除きます）に対して、10万円を支給します。
※飲食業者・宿泊業者に対しては、売り上げ減少の要件を70%から50%に緩和
して、既存予算で対応します。

対象：売り上げが対前年比で50%以上減少している市内の全事業者
支給額：10万円（×2,100事業者＝2億1,000万円）
※飲食業者、宿泊業者は予算化済み。タクシー事業者に対しては別途予算化。

4）地元商店等応援ポイント事業 （4,000万円）

テイクアウト・デリバリーに取り組む等の感染症予防対策を宣言した商店等を中
心に、利用促進につながるよう「あかがねポイント」による支援をおこないます。
地元商店と市民を対象に、加盟店舗を利用した際に、利用額の30%相当のポイ
ントを付与します。
※事業に参加するにあたって、店舗側の新たな負担は求めません。

対象：地元商店及び市民
事業費：4,000万円
（事業運営委託料1,500万円＋ポイント負担金2,500万円）

コロナ対策
やっとるけん！

30％大還元祭

売上
減少

250店舗



Ⅳ 強靭な経済構造の構築 （2,640万1万円）
～感染症に強い地域経済を～

２）オンライン学習支援事業 （1,640万1千円）

１）テレワーク導入応援事業 （1,000万円）
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新居浜市新型コロナウイルス感染症対策関連予算 （3号補正分）まとめ

Ⅰ 感染拡大の防止 4,728万4千円

Ⅱ 雇用の維持と事業の継続 3
億

930万9千円

Ⅳ 強靭な経済構造の構築 2,640万1千円

その他（地方創生臨時交付金対象以外 国補助事業） 2,679万4千円

合 計 4億 978万8千円

歳 入

国 3億 4,841万6千円

（うち地方創生臨時交付金） 3億2,497万円

一般財源 6,137万2千円

その他 （2,679万4万円） ※地方創生臨時交付金対象以外 国補助事業

離職・廃業後
2年以内の者

左に加え、「給与等を得る機会が、当該個人の責に帰すべき
理由・当該個人の都合によらないで減少し、離職や廃業と同
程度の状況にある者」に拡大


